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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

未婚者の出会い
の機会の創出事
業

R3年度

325件
(R2)

未実施
（3回/7年

間）

1回
(1回/3年
間）

1回
(2回/4年
間）

1回
（3回/5年

間）

外部有識者意見
取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

・基本目標１については、コ
ロナ禍にあって全体的に良く
推進していると評価してい
る。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・未婚者の出会いの機
会創出事業について
は、新型コロナウイル
ス感染症の影響を考慮
して令和3年度は予算措
置を見送った。また、
関連の事業として、東
京都ホームページへの
市のお薦めデートス
ポットの掲載や、東京
都が実施する「ＴＯＫ
ＹＯふたり結婚応援パ
スポート」事業の周知
のため、公共施設へチ
ラシを配置すること
で、情報発信に努め
た。
【企画政策課】

・令和3年度における未
婚者の出会いの機会創
出事業（結婚支援事
業）の実施の可否を検
討し、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を考
慮して令和3年度の予算
措置を見送った。
【企画政策課】

・１つの要因として新
型コロナウイルス感染
症の影響があると考え
られるが、成果目標で
ある婚姻件数は、減少
傾向であり、目標値に
は届いていない。

・主な事業として予定
していた、未婚者の出
会いの機会創出事業に
ついては、予算措置を
見送ったことから成果
を挙げることができな
かったが、東京都が推
進している結婚支援事
業に協力することで、
出会いの機会の創出に
つながる情報発信に努
めた。
【企画政策課】

・未婚者の出会いの機
会創出事業は、予算措
置を見送ったため、未
実施であった。そのた
め、成果目標である婚
姻件数の増加に貢献す
ることができなかっ
た。
【企画政策課】

・婚姻件数の減少は出
生数にも影響をするこ
とから、出会いの機会
の創出につながる情報
発信について検討す
る。
【企画政策課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響から対面
で行う交流イベントの
実施が困難となる中、
出会いの機会の創出に
つながる情報発信を検
討する必要がある。
・民間事業者等におい
て多様な婚活イベント
を実施している実態が
ある。
【企画政策課】

施策

299件
(H25）

478件

婚姻件数

(東京都福祉保
健局人口動態
統計より）

指標 参考値(H26）
主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

１
結婚の力になる

R2年度

342件
(R1)

27年度 28年度

478件
(H26）

375件
(H27）

目標値(H31）

310件

29年度 30年度 31年度

368件
(H28)

381件
(H29)

375件
(H30)

未婚者の出会
いの機会創出
事業の実施回
数

－ 5回/7年間
未実施

（3回/6年
間）

－ － 5回/5年間

「施策１ 結婚の力になる」の項の下線の部分については、令和５年４月２０日付

けで婚姻件数の訂正と、他の部分の加筆、修正をしています。
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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

R3年度
外部有識者意見

取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

施策
指標 参考値(H26）

主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

R2年度27年度 28年度 目標値(H31）29年度 30年度 31年度

特定不妊治療費
助成事業

妊産婦支援事業

母子包括支援事
業

1.31
（Ｒ2）

41件

508件

①②475人

1.60
1.67
(H27）

1.48
（H28)

1.59
（H29)

1.47
(H30)

・基本目標１については、全
体的に良く推進していると評
価している。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・新規に新型コロナウ
イルス感染症対策に係
る出産応援事業として
ギフトカードを614件配
布し、出産に関する応
援を行った。
【健康推進課】

・特定不妊治療費助成
（41件）に加え、不妊
検査等医療費助成（11
件）を行った。
【健康推進課】

・妊娠届を出した全て
の妊婦に、14回分の妊
婦健康診査受診票、妊
婦子宮がん検診受診票
及び妊婦超音波受診票
を交付した。
【健康推進課】

・母子保健コーディ
ネーターの専任を継続
確保した。
・出産した家庭の方
に、子育てに役立つ
「うまべぇ子育て応援
パック」を専門職が手
渡しで配布し、合わせ
て育児の状況を聞き相
談支援を行った。
【健康推進課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響で妊娠、
出産を先送りにしてい
るともいわれており、
令和2年の当市の合計特
殊出生率は1.31であっ
た。当市は、東京都市
部平均を上回り、東京
都市部で第4位※であっ
た。
（※1位：武蔵村山市、
稲城市1.37、3位：日野
市1.33。東京都市部平
均は、1.18）
【健康推進課】

・目標値には届いてい
ないが、妊娠を望む世
帯の不妊治療及び不妊
検査に係る医療費につ
いて助成を行うことに
より、治療に係る経済
的負担を軽減すること
ができた。
【健康推進課】

・目標値には届いてい
ないが、妊娠届を出し
た全ての妊婦に対して
受診票等を交付し、妊
婦が健全な妊娠を継続
するための適性な検査
を受けるに当たり、経
済的負担を軽減するこ
とができた。
【健康推進課】

・出生数の減少により
目標値には届いていな
いが、母子保健コー
ディネーターによる全
数面接での早期支援を
行い、妊娠に係る不安
の軽減を図った。
・「うまべぇ子育て応
援パック」の配布とと
もに、専門職が声かけ
を行い安心して子育て
できるように支援し
た。
【健康推進課】

・合計特殊出生率は減
少傾向のため、引き続
き、子どもを安心して
生み育てられる環境、
支援の整備が課題であ
る。
【健康推進課】

・男性不妊治療や不妊
検査に対する助成も実
施しているが、申請す
る方が少数であること
から周知を図る必要が
ある。
【健康推進課】

２
出産の力になる

合計特殊出生
率

1.40
(H25）

1.60

65件

795件

－

530件

①②466人

1.34
(H31)

48件131件 67件

737件 729件

①737人
②106人

①729人
②594人

79件 69件 58件 100件

675件 661件 602件

750人

100件

800件
妊婦健診受診
票交付数

①妊婦面接者数
及び②育児支援
パッケージ受領
者数

助成件数

800件

①675人
②548人

①661人
②527人

①602人
②543人

750人

1.37
(H26）

・多胎児妊婦など、妊
娠出産にさらに経済的
負担のある対象者に対
する支援の検討が課題
である。
【健康推進課】

・妊産婦の妊娠、出
産、子育てに対する不
安の解消につながるよ
うに、それぞれの事情
を考慮した相談支援を
進めていくことが必要
である。

【健康推進課】
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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

R3年度
外部有識者意見

取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

施策
指標 参考値(H26）

主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

R2年度27年度 28年度 目標値(H31）29年度 30年度 31年度

乳幼児育成支援

子育てネット
ワークの充実

352回

15.6%

87.48%

19.7% 17.8% 18.8%

91.80% 93.38% 92.00%

444回 445回 433回

・基本目標１については、全
体的に良く推進していると評
価している。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・子育てネットワークの充実
について、子育てひろばは、
子育て中の親子にとって、気
分転換の場であり、保育士
から子育てに関する情報を
得られる場である。事業を継
続して活用を図り、更なる子
育て支援につなげていって
ほしい。

３
子育ての力になる

子育てひろば
における子育
て啓発事業実
施回数

476回
現状維持
（476回）

乳幼児健康診
査受診率

89.95% 93.50%

15.9%

85.23%

181回

12.0% 15.0%

90.30% 91.53%

472回 461回

子育て支援の
推進に対する
市民の満足度

15.7% 21.2%19.2%

90.00%

現状維持
（476回）

・新型コロナウイルス
感染症の感染防止対策
を徹底し、定員や事業
内容の見直し等も行い
ながら、出来る限り事
業の実施に努めた。
併せて、国施策に基づ
く子育て世帯への臨時
特別給付金事業や市独
自の事業としてひとり
親家庭への食料支援も
実施した。
【子育て支援課】

・乳幼児の集団健診に
ついて、新型コロナウ
イルス感染症の感染が
続く中においても感染
症対策を徹底し、実施
した。
・乳児全戸訪問は、コ
ロナ禍においても感染
症対策を徹底し、可能
な範囲で実施した。
【健康推進課】

・子育てひろばにおけ
る子育て啓発事業につ
いては、市内私立保育
園３園に事業委託をし
て実施した。事業成果
の向上を目指し、市
報、ホームページ、子
育てアプリ等を最大限
活用し、市民への広報
活動に努めた。なお、
緊急事態宣言の都度、
新型コロナウイルス感
染症の感染拡大防止の
観点から事業の中止等
の対応があった。
【子ども家庭支援セン
ター】

・目標値には届かな
かったが、新型コロナ
ウイルス感染症の感染
が続く中における健診
の受診控えに対して
は、密を避けるために
時間をずらすことや、
別に健診の機会を設け
ること等の対応を行っ
た。また、健診未受診
者への再勧奨を引き続
き行い、受診率の向上
に努めた。
【健康推進課】

・健診未受診者への再
勧奨にあたっては、手
紙、電話、訪問等によ
りきめ細かくフォロー
していく必要がある。
【健康推進課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染防止対策
を徹底し、子育て世帯
への支援を継続するこ
とで、保護者同士のつ
ながりや相談の機会を
提供し、子育ての孤立
化を防ぐことに貢献し
た。
また、給付金等の交付
により、経済面でも新
型コロナウイルス感染
症の影響を受けやすい
子育て世帯を支援する
ことができた。
【子育て支援課】

・支援を継続していく
ために、引き続き新型
コロナウイルス感染症
の感染防止対策の徹底
を図っていく必要があ
る。
・引き続き、市公式
ホームページ等によ
り、広く周知を図って
いく必要がある。
【子育て支援課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から事業の中止
等があり、事業実施回
数は、目標値を下回っ
た。そのような状況に
おいても身近な交流の
場での保護者のネット
ワーク作りや子育て相
談などができ、保護者
の支援が図られた。
　
【子ども家庭支援セン
ター】

・子育て世代に向けた
事業を通し、保護者の
子育ての孤立化を防
ぎ、子育てを側面的に
支援する必要がある。
なお、事業実施にあ
たっては、新型コロナ
ウイルス感染症の感染
防止対策が必要とな
る。
【子ども家庭支援セン
ター】
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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

R3年度
外部有識者意見

取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

施策
指標 参考値(H26）

主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

R2年度27年度 28年度 目標値(H31）29年度 30年度 31年度

子どもがいきい
きと育つ環境の
充実

99,193人158,069人 150,543人
138,633人
（※11か
月）

・基本目標１については、全
体的に良く推進していると評
価している。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・子育てネットワークの充実
について、子育てひろばは、
子育て中の親子にとって、気
分転換の場であり、保育士
から子育てに関する情報を
得られる場である。事業を継
続して活用を図り、更なる子
育て支援につなげていって
ほしい。

156,893人 89,867人157,856人
児童館延べ利
用者数

160,000人160,133人 160,000人

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
学童保育・ランドセル
来館事業・子育てひろ
ばの開所を優先させる
ため、一般来館は、約3
か月間、休館し、行事
等は中止・延期にし
た。
【青少年課】

・一般来館を休館し、
行事等を中止・延期し
たことなどから、利用
者数は目標値を下回っ
た。一方で、学童保
育・ランドセル来館事
業・子育てひろばを開
所して、子どもたちの
居場所づくりに努め
た。
・新型コロナウイルス
感染症の緊急事態宣言
中でも子育てひろばを
開所し、環境の整備や
遊具の更新を行ったほ
か、職員が積極的に乳
幼児親子にアプローチ
した結果、利用者から
は「コロナ禍でも来て
良かった。」と概ね好
評で、利用者数の増加
につながった。
【青少年課】

・子育てひろばの取組
は、利用者には好評だ
が、広く認知されてい
ない。今後、子育てひ
ろばを含む児童館の取
組を動画等を使って積
極的にPRに努め、事業
の浸透に努める必要が
ある。
・小学生向けの行事に
ついては、新型コロナ
ウイルス感染症の感染
防止対策を前提に、業
務分析の結果等も踏ま
え、児童館ガイドライ
ンの基本に立ち返り、
子どもたちが自らの意
思で自由に遊び、遊び
を通して発達の増進を
図れるよう、実施手法
を検討する。
【青少年課】
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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

R3年度
外部有識者意見

取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

施策
指標 参考値(H26）

主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

R2年度27年度 28年度 目標値(H31）29年度 30年度 31年度

保育体制の充実

学童保育所等の
運営

病児・病後児保
育体制の整備

0人
（R4.4）

0人
（R4.4）

2,883人

367人

7人
(H28.4）

3人
（H29.4）

24人
（H30.4）

48人
（H31.4）

19人
（R2.4）

0人

24人
（H30.4）

48人
（H31.4）

19人
（R2.4）

628人 527人 495人

3,163人 2,989人 3,202人

４
子育てとしごとの両
立を支える

532人 800人
病児・病後児
保育室の登録
者数

学童保育所・ラ
ンドセル来館・
放課後子ども教
室登録者数

2,820人 3,200人

保育園の待機
児童数

14人
(H26）

0人

保育園の待機
児童の数

0人
（R3.4）

0人
（R3.4）

2,965人

142人

7人
(H28.4）

3人
（H29.4）

518人 612人

0人

1,000人

3,191人 3,108人 3,000人

・基本目標１については、全
体的に良く推進していると評
価している。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・出生率を上げるためには、
２人目、３人目が産みやすい
環境づくりが必要である。当
市の場合は既に待機児童数
が０人となり、素晴らしい成
果である。一方で、今後の女
性の社会進出の進展を見据
え、働きやすい環境を作るた
めに、保育施設の増設につ
いて今のうちから対策を講じ
ていく必要がある。

・学童保育所の運営につい
て、学校内に設置された学
童保育所は、学校内で移動
が完結し安全面でも良いし、
子どもたちに配慮して癒しを
与える空間を創出しており良
い取組である。他の学校にも
広げてほしい。

・自分の経験であるが、子ど
もが保育園時代に、保育園
にはスムーズに入れ、病児
病後児保育施設やお迎え
サービスが利用でき、子育て
の制度に助けられた。

・保育園の待機児童数につ
いては、令和２年度と令和３
年度が０人となっており、仕
事を持って子育てをしている
方には保育園に入園できな
いことは死活問題であること
から高く評価する。

14人
(H26）

0人

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
密をさける運営が求め
られ、学童保育環境の
改善と、児童の通所に
おける安全確保を目的
として、令和3年4月か
ら第三小学校内に学校
内学童保育所を開設し
た（きよはら児童館か
ら第三クラブを移
設）。
・放課後子ども教室に
ついては、令和3年度は
感染症対策を徹底し、
学年を分ける等配慮し
て、部分的に再開し
た。
【青少年課】

・少子化や新型コロナ
ウイルス感染症の影響
を受け、登録者数は目
標値に届かなかった。
・第三クラブに通所す
る児童の安全確保を図
るため、きよはら児童
館内に併設されていた
第三クラブ・第六クラ
ブを分離したことで、
双方の学童保育環境の
改善が図られた。
【青少年課】

・地域によって学童保
育ニーズに差異があ
り、希望が多い地域で
は育成室の規模が狭小
等で待機児童が発生す
る等、アンマッチな状
況が発生している。登
録者数が減少している
中でも放課後の子ども
の居場所の確保に努め
る必要がある。
【青少年課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
のため、東京都まん延
防止等重点措置期間
中、保育施設等の登園
自粛等の要請を行っ
た。また、登園自粛期
間中の保育料につい
て、日割りで減額を
行った。
・保育施設、学童保育
所及び病児・病後児保
育施設等について、新
型コロナウイルス感染
症の感染防止対策に伴
う費用等について、助
成を行った。
【保育課】

・目標どおり待機児童0
人を達成することがで
きた。
・保育施設等におい
て、新型コロナウイル
ス感染症の感染防止対
策を徹底することがで
きた。
・登園自粛期間中の保
育料について、日割り
減額を行ったこと等に
より、子育て世帯の負
担軽減が図られた。
【保育課】

・今後も、少子化や女
性の社会進出等、社会
情勢に注視しつつ、引
き続き待機児童0人を目
指していく。
・新型コロナウイルス
感染症の影響による、
出生数の減少や保育施
設等の利用者の減少等
が見込まれることか
ら、事業の運営が悪化
する懸念がある。
【保育課】

・市内保育施設28施設
（保育所分園を含む）
を対象に令和4年4月入
所の新規募集を行っ
た。
【保育課】

・令和3年度に引き続
き、待機児童0人を達成
した。
【保育課】

・今後も、少子化や女
性の社会進出等、社会
情勢に注視しつつ、引
き続き待機児童0人を目
指していく。
【保育課】

・周知を行ったが、新
型コロナウイルス感染
症の影響を受け、令和3
年度の登録者数は、目
標値に届かなかった。
【保育課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響を受け、
登録者数は目標値に届
かなかったが、子ども
が病気で保育園等に預
けられない場合でも、
保護者が安心して働け
る環境を整えることが
できた。
【保育課】

・年度開始前の２月
に、市内保育施設を利
用する全世帯に、登録
手続に係る通知を送付
し、登録の促進に努め
た。
【保育課】
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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

R3年度
外部有識者意見

取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

施策
指標 参考値(H26）

主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

R2年度27年度 28年度 目標値(H31）29年度 30年度 31年度

教育力向上事業

いじめ・不登校
対策事業

小学生
83.4%
中学生
89.3%

11,518.5時間

4,667時間

11,725時間

4,094.5時間 5092.5時間
4,845時間
（※11か
月）

7,650時間

10,546時間 11026.5時間
10,860時間
（※11か
月）

スクールカウ
ンセラー配置
時間数

3,693時間 6,120時間

ティーム
ティーチャー
配置時間数

５
学校生活を充実させ
る力になる

授業内容がよ
く分かる児
童・生徒の割
合

小学生
84.8％
中学生
70.9％

小学生
90％
中学生
80％

10,262時間

4,747.5時間

―

（東京都学
力調査が実
施されず、
数値出せ
ず。）

小学生
77.2％
中学生
66.1％

小学生
83.1％
中学生
70.9％

9,608.5時間 10,130時間

4,332時間 4,281.5時間

小学生
78.5％
中学生
67.9％

小学生
83.7％
中学生
65.0％

小学校
83.7%
中学生
76.2%

小学生
90％
中学生
80％

・基本目標１については、全
体的に良く推進していると評
価している。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・学力の向上という点では、
先生方の負担を見直さない
といけないと思う。先生方の
負担を軽減するために、クラ
ブ活動の外部委託に前向き
に取り組んでほしい。

・教育の質を上げるという点
では、児童・生徒の研究心、
好学心を高めるために、学
校間の研究発表会や作文コ
ンクールを実施することを提
案する。また、そのことで必
要な経費について、地元の
企業などに支援を仰ぐことも
一つの方法である。

・ＧＩＧＡスクール構想につい
ては、先生と児童・生徒が一
緒に成長していけると良い。
先日、定期試験前に学級閉
鎖になった学年があったが、
翌日から授業を端末で配信
しスムーズに対応ができたこ
とは生徒たちにとって良かっ
た。

・パソコンを取り入れた授業
をする学校は、親にとっても
興味があり、通わせたい学
校になると聞いたので、市の
ＰＲとして発信してほしい。

・学校のトイレについて、衛
生面やにおいの面で気にな
るという声が多い。新しい施
設を作る前に、古い各学校
の設備の見直しをしてほし
い。

・学校給食について、給食費
は安価であるが、育ち盛りの
子どもたちの栄養面で気に
なる。保護者としては、給食
費の金額を上げても良いの
で、もう少し食材を確保して
ほしいとの意見があった。

・各校のＧＩＧＡスクール構想
の話を聞く機会があったが、
ＧＩＧＡスクール構想の取組
は、各校にばらつきがあると
思った。ＧＩＧＡスクール構想
については、市内の学校で
は、同じようなスキルやレベ
ルになれば良いと思う。

・先生方の環境について、今
先生方は非常に忙しいの
で、児童・生徒のほうに目が
行き渡らないこともあると思う
が、そうではなく、ゆとりを
持った中で児童・生徒と関わ
れるような環境を整えたほう
が良い。

・ＧＩＧＡスクール構想による
一人一台端末の児童・生徒
への配置については高く評
価する。

－ 11,725時間

・教育力向上事業で
は、学力向上を図るた
め、ＧＩＧＡスクール
構想に基づく１人１台
端末を活用した個別最
適な学びの推進や学級
内における個に応じた
指導体制を充実させ
た。
【教育指導課】

・都が実施する児童・
生徒の学力向上を図る
ための調査における算
数・数学の授業の内容
が「よくわかる」「ど
ちらかといえば分か
る」と回答した児童・
生徒の割合について
は、小学生は変化がみ
られないが、中学生は
目標を上回る結果と
なっており、個に応じ
た授業の成果が出てい
る。
【教育指導課】

・個に応じた指導を効
果的に実施できるＧＩ
ＧＡ端末を、正規教員
以外の市採用指導員等
が活用できる環境が
整っていない。
・いじめ・不登校対策
事業では、スクールカ
ウンセラーの人材確保
が難しく、全校に通年
で配置することが難し
い。また、必要な資格
等が限られており、募
集に対する応募が少な
い。
【教育指導課】

・協力指導員(ティーム
ティーチャー)の能力の
向上に努め、指導の幅
を広げることで、様々
な教科において個に応
じた指導を充実させる
ことが必要である。
【教育指導課】

・目標値は、予算上限
の数値であるため、上
回ることはできない
が、平成27年度から令
和３年度にかけて、指
導体制の充実に向け、
施行時間数を上限近く
まで上げることができ
た。
・協力指導員(ティーム
ティーチャー)がいるこ
とによって、児童・生
徒の授業でのつまずき
を防ぎ、基礎学力を定
着させることで、学力
向上を図ることができ
ており、事業の成果が
でている。
【教育指導課】

・学力向上を図るとと
もに、学級内における
より個に応じた授業を
実施するため、教科を
指定して担任教員と協
力して同じ教室で授業
を行う協力指導員
(ティームティー
チャー)を配置した。
【教育指導課】

・スクールカウンセ
ラーの人材の確保が課
題である。
・教育相談体制をより
一層充実させるため、
関係機関との連携を強
化することが求められ
る。
【教育指導課】

・スクールカウンセ
ラーの退職等により、
配置する人材の確保が
難しく、目標値よりも
実績が下回った。
・スクールカウンセ
ラーによる全員面接や
校内特別支援委員会へ
の参加により、児童・
生徒の状況に応じた早
期対応が行われ、いじ
めや不登校の未然防止
に寄与した。また、日
常的な児童・生徒への
個に応じたはたらきか
けにより、児童・生徒
と信頼関係を築くこと
ができ、居場所作りに
つながった。
・スクールカウンセ
ラー等連絡協議会の開
催及び教育相談連絡
会、ＳＳＷ（スクール
ソーシャルワーカー）
連絡協議会等に参加す
ることで情報共有を行
い、連携して問題に取
り組むことができた。
【教育指導課】

・児童・生徒が抱える
問題が多様化している
なか、スクールカウン
セラーやスクールソー
シャルワーカー、その
他の関係機関が連携
し、多角的な観点から
問題の改善に取り組ん
だ。
【教育指導課】
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基本目標１　　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

R3年度
外部有識者意見

取組状況 成果 課題

令和3年度の振り返り

施策
指標 参考値(H26）

主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

補正版
目標値(R3）

R2年度27年度 28年度 目標値(H31）29年度 30年度 31年度

放課後等補習教
室事業

―

（アンケート
未実施のた
め。）

1,575時間
490時間
（4,145時

間）

平成29年度
末で事業が

終了

平成29年度
末で事業が

終了

788時間
（4,726時

間）

475時間
（4,713時

間）

（H27～H31）
放課後等補習
教室実施時間
数
（参考：学力ス
テップアップ推進
地域指定事業を含
む時間数）

（R2～R3）
地域未来塾参加者
アンケートにおい
て、「学校の授業
が前よりも少し分
かるようになっ
た」と答えた児
童・生徒の割合

－

―

（アンケート
未実施のた
め。）

・基本目標１については、全
体的に良く推進していると評
価している。

・結婚、出産、子育て、教育
の一貫した施策が、「日本一
子育てしやすいまち」の実現
には不可欠である。

・学力の向上という点では、
先生方の負担を見直さない
といけないと思う。先生方の
負担を軽減するために、クラ
ブ活動の外部委託に前向き
に取り組んでほしい。

・教育の質を上げるという点
では、児童・生徒の研究心、
好学心を高めるために、学
校間の研究発表会や作文コ
ンクールを実施することを提
案する。また、そのことで必
要な経費について、地元の
企業などに支援を仰ぐことも
一つの方法である。

・ＧＩＧＡスクール構想につい
ては、先生と児童・生徒が一
緒に成長していけると良い。
先日、定期試験前に学級閉
鎖になった学年があったが、
翌日から授業を端末で配信
しスムーズに対応ができたこ
とは生徒たちにとって良かっ
た。

・パソコンを取り入れた授業
をする学校は、親にとっても
興味があり、通わせたい学
校になると聞いたので、市の
ＰＲとして発信してほしい。

・学校のトイレについて、衛
生面やにおいの面で気にな
るという声が多い。新しい施
設を作る前に、古い各学校
の設備の見直しをしてほし
い。

・学校給食について、給食費
は安価であるが、育ち盛りの
子どもたちの栄養面で気に
なる。保護者としては、給食
費の金額を上げても良いの
で、もう少し食材を確保して
ほしいとの意見があった。

・各校のＧＩＧＡスクール構想
の話を聞く機会があったが、
ＧＩＧＡスクール構想の取組
は、各校にばらつきがあると
思った。ＧＩＧＡスクール構想
については、市内の学校で
は、同じようなスキルやレベ
ルになれば良いと思う。

・先生方の環境について、今
先生方は非常に忙しいの
で、児童・生徒のほうに目が
行き渡らないこともあると思う
が、そうではなく、ゆとりを
持った中で児童・生徒と関わ
れるような環境を整えたほう
が良い。

・ＧＩＧＡスクール構想による
一人一台端末の児童・生徒
への配置については高く評
価する。

70%

・新型コロナウイルス
感染症の影響により地
域未来塾の実施が不安
定であった。地域未来
塾の目的である学習習
慣の確立及び学力向上
を図るためにも事業を
継続して安定した実施
をする必要がある。
【教育指導課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響により参
加者アンケート未実
施。そのため、成果目
標である児童・生徒の
割合を確認できなかっ
たが、小学校７校及び
全中学校で地域未来塾
を計399回実施した。
【教育指導課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から、事業の休
止等の対策を講じなが
ら放課後等補習教室と
して、小学校７校及び
全中学校で地域未来塾
を実施し、児童・生徒
の学力向上を図った。
また、学校の感染者の
発生状況により地域未
来塾の実施を見合わせ
た小学校が３校あっ
た。
【教育指導課】
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基本目標２　　しごとをつくり、安心して働ける環境をつくる

創業支援事業

創業に関する相
談支援事業

R3年度

5件
（27件/7年

間）

1回
（8回/7年

間）

3件

１
しごとをつくる

創業塾受講者
の創業件数

－

施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

指標 参考値(H26）
補正版

目標値(R3）

21件/7年間

R2年度

7件
（22件/6年

間）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

4件
3件

（7件/2年
間）

3件（窓口相
談含）

（10件/3年
間）

2件
(12件/4年

間）

3件
(15件/5年

間）
15件/5年間

外部有識者意見

・創業については、７年間で２
１件の目標を達成したが、中
小企業大学校東京校と産業振
興課が連携し、毎年創業塾の
カリキュラムの内容等で協力
をしている。工夫している点と
しては、令和３年度に創業塾
を受講して起業した方の体験
談を、令和４年度の授業の中
で話してもらう形をとっている。

・東大和市の創業塾は、無料
で受講できることから強みであ
る。

・起業しても続けていけない方
が多くいることが現実であるこ
とから、起業した方々に対し
て、起業後のフォローをしてほ
しい。

・東大和市で創業し続けてい
る方が多くいるのであれば、そ
れをアピールすることができ
る。

令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題

・東大和市創業支援事
業計画に基づき、「経
営」「財務」「人材育
成」「販路開拓」の分
野を学ぶ東大和市創業
塾を1回実施した。
【産業振興課】

・創業塾は、目標値ど
おり実施することがで
きた。令和３年度は、
17人が創業塾を受講し
た。また、その創業塾
受講生の中から市内創
業者2人を創出するこ
とができた。令和3年
度については、創業塾
を受講した後に開業し
た方に講義依頼をし
た。創業に向けた経験
談は、有益な経験に
なったと多くの声をい
ただいた。
【産業振興課】

・継続して市内創業者
を創出するためには、
当事業を継続するとと
もに、関係機関との連
携体制を強化し、支援
内容の充実を図る必要
がある。
【産業振興課】

・東大和市創業支援事
業計画に基づき、東大
和市創業塾等（中小企
業大学校東京校と連携
した創業セミナーを含
む）の受講生の中から
5人が創業した。
【産業振興課】

・令和3年度は、東大
和市創業塾等（中小企
業大学校東京校と連携
した創業セミナーを含
む）の受講者の中か
ら、新たに5人が創業
し、創業件数は、目標
を上回り、しごとの創
出につながった。これ
は、創業塾の開催や、
お試し創業施設である
チェレステガーデンの
活用が効果を生んでい
ると考えられる。
【産業振興課】

・今後も継続して市内
創業者を創出するため
には、これまで進めて
きた事業を継続してい
く必要がある。また、
新型コロナウイルス感
染症の影響により、創
業を諦める人が出ない
よう、創業に関する相
談支援を柔軟に実施す
る必要がある。
【産業振興課】

・創業に関心のある方
に、創業支援が行える
ように、相談支援体制
の周知を図る必要があ
る。
【産業振興課】

・創業に関する相談支
援（ヒアリング、総合
塾の紹介、創業に向け
た支援）については、
新型コロナウイルス感
染症の影響もあり、目
標値を下回った。この
相談支援のほかに、相
談者に対して専門家の
紹介などを行い、相談
者の必要性に沿った対
応をした。
【産業振興課】

・創業に関する相談支
援を東大和市商工会及
び中小企業大学校東京
校と連携して実施し
た。創業塾を実施して
いない時期等の創業希
望者に対して、説明や
知識付与を行った。
【産業振興課】

8回/7年間

25件

創業塾の回数 －
1回

（7回/6年
間）

2件
創業に関する
相談の件数

－

2回
1回

（3回/2年
間）

1回
（4回/3年

間）

1回
（5回/4年

間）

1回
（6回/5年

間）
6回/5年間

14件 17件 9件 10件 8件 25件
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基本目標２　　しごとをつくり、安心して働ける環境をつくる

R3年度
施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

指標 参考値(H26）
補正版

目標値(R3）
R2年度27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

外部有識者意見

令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題

経営基盤の強化

商店街等の活性
化の促進

934人

53件

8回

・経営環境については、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を
受け非常に厳しい状況であ
る。市ではキャッシュレス決済
サービスをこれまで通算で７回
実施し、今年の９月にまた実
施する予定である。この取組
の成果は出ており市内事業者
は経営上助かっている。

・経営基盤の安定としては、利
子補給及び保証料補助の制
度についても市内事業者は助
かっている。

・商工会の加入者数について
は一進一退である。廃業で辞
めていくところもあれば、緊急
時に金融機関との相談等の窓
口になったきっかけで商工会
に加入することもある。既存の
事業者がそのまま残ってくれ
れば良いのだが減少してしま
うことから、そういう面では厳し
い状況である。

・商工会役員と職員が
協力して会員増加のた
め市内事業者に対して
勧誘活動を実施した。
・新型コロナウイルス
感染症の感染が続く中
において消費の活性化
を図るためキャッシュ
レス決済による消費活
性化事業を３回実施し
た。また、スマート
フォンの操作等の説明
会を開催しキャッシュ
レス決済の利用促進を
図った。
【産業振興課】

・会員数は全体的に減
少傾向で目標値を下
回ったが、令和３年度
はキャッシュレス決済
による消費活性化事業
を３回実施したことに
より、新たな商工会の
会員の加入につながっ
た。
・キャッシュレス決済
による消費活性化事業
の実施により、地域消
費の活性化につながっ
た。
【産業振興課】

・廃業等で商工会員
は、減少傾向にある。
新規創業・開業の支援
を市で実施し、市内の
事業者を増やす取り組
みを行い、商工会への
入会にも繋げているが
増加までにいたってい
ない。
・新型コロナウイルス
感染症の影響を踏ま
え、今後の消費活性化
について検討する。
【産業振興課】

・市内金融機関と協力
しながら継続利用の促
進を図るとともに、新
規利用希望者に対する
周知を図る。
【産業振興課】

・令和２年度は新型コ
ロナウイルス感染症の
感染拡大に伴う条件の
有利な国や都の緊急融
資を借りる事業者が多
く、市制度融資のあっ
せん件数は減少した
が、令和３年度は国や
都の緊急融資の条件が
変更となったことから
市制度融資のあっせん
件数が増加した。
・市内事業者の資金需
要に対して、利子補給
及び保証料補助による
負担軽減が図られた。
【産業振興課】

・小規模事業を行う市
内事業者に対し、事業
の育成、振興及び経営
の安定化を図るため事
業資金の融資斡旋を
行った。
【産業振興課】

・商店街の会員数の減
少により活動も取りづ
らく、商店街としての
活気を維持することが
非常に困難となってい
る中、活性化に向けイ
ベントなどの働きかけ
を継続していく必要が
ある。
【産業振興課】

現状維持
（17回）

現状維持
（67件）

現状維持
（952人）

7回

金融機関への
あっせん件数

67件

900人
商工会の加入
者数

3件

934人
２
地域の産業を元気
にする

商店街等が実
施するイベン
トの回数

17回

952人

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
イベントの回数は目標
値を下回ったが、イベ
ント事業を通じて商店
街各個店の売り上げ増
加及び目標値に対して
一定の寄与があった。
【産業振興課】

・「東大和市チャレン
ジ戦略支援事業補助
金」を活用し、市内各
商店街等が、商店街等
の周知、売上増加等の
目的で期間を定めてイ
ベント事業を実施し
た。
【産業振興課】

940人 929人 935人 911人
現状維持
（952人）

55件 60件 44件 55件 68件
現状維持
（67件）

12回 12回 11回 13回 12回
現状維持
（17回）
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基本目標２　　しごとをつくり、安心して働ける環境をつくる

R3年度
施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

指標 参考値(H26）
補正版

目標値(R3）
R2年度27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

外部有識者意見

令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題

就職情報室事業

就職面接会の開
催

東大和くらし・
しごと応援セン
ター「そえる」
事業

333人

6,159人

・就職情報室を利用して就職し
た人数について、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により
就職情報室への来場者が減
少しているため下がっているこ
とは仕方がないところがある。
就職した人の数を増やしてい
る市では、就職面接会をハ
ローワーク立川と連携をして
積極的に行っているところであ
る。できれば、東大和市でもハ
ローワーク立川と連携して就
職面接会を実施してほしい。

・生活困窮者の就労について
は、就職件数が増えることに
なるので、ハローワーク立川と
連携をして、ハローワーク立川
への送り込み件数を増やして
もらえると良い。

4,705人

59人

令和3年度の国
の目安※以上

※164件

62人

現状維持
（13,262人）

現状維持
（677人）

251人

1,064件

66人

847件
「そえる」相
談件数

150件

就職情報室へ
の来室者数

13,262人

３
しごとを見つける
力になる

就職相談室を
利用して就職
した人の数

677人

就職面接会へ
の参加者数

58人

・就職者数の増加を図
るため、来場者の増加
につながるように、就
職情報室の周知を図
る。
【産業振興課】

・「東大和就職情報
室」を通じて333人の
雇用機会の確保に結び
ついた。
【産業振興課】

・就職情報室への来場
者数は目標値を下回っ
ており、それに比例す
るように、就職した人
の数も目標値を下回っ
た。市内の事業者や求
職者において、身近な
就職情報室でマッチン
グが図られ、市内での
労働確保や安定的な経
済活動に寄与した。
【産業振興課】

・就職者数の増加を図
るため、就職情報室の
利用者や就職面接会の
参加者への利用促進を
図る。
【産業振興課】

・生活困窮者自立支援
法に基づき、「東大和
市くらし・しごと応援
センターそえる」を設
置し、生活困窮者の就
労、その他自立に関す
る相談支援業務等を
行った。
【生活福祉課】

・本事業は、生活保護
に至る前の生活困窮者
や生活保護を脱却した
者が再び保護に陥らな
いようにするための第
二のセーフティネット
であり、継続的に実施
していく必要がある。
新型コロナウイルス感
染症の感染拡大の影響
により、国の運用方針
も変化しているため、
今後も国の動向を注視
しながら、事業運営を
行っていく。【生活福
祉課】

・毎年成果目標を達成
しているが、令和３年
度も新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大に
よる経済情勢の悪化に
よる影響をうけ、国が
定める新規相談件数の
目安値の164件を大幅
に上回った。また、相
談支援事業で相談を受
けた方のうち就労支援
を83人に実施し、延べ
57人の就労が決定し
た。
【生活福祉課】

・近隣市に、新たに就
職情報室ができたこと
や新型コロナウイルス
感染症の影響などから
来場者は目標値を下
回ったが、令和２年度
からは増加した。「東
大和市就職情報室」を
通じて就職に係る情報
等を提供し、雇用の機
会の確保に一定の寄与
につながった。
【産業振興課】

・立川公共職業安定所
と共同で設置している
「東大和就職情報室」
を通じて、市民及び周
辺住民の雇用機会の確
保に努めた。
【産業振興課】

・就職面接会の実施回
数を重ねると参加事業
者(求人のある事業者)
に偏りが出てきてしま
う。
・対面式の面接ができ
るというメリットのも
と、成果を出してきた
面接会だが、新型コロ
ナウイルス感染症の感
染拡大防止に配慮して
行う必要がある。
【産業振興課】

・「就職面接会」の参
加者数は目標値を上回
り、一定の就職者数は
確保できた。
【産業振興課】

・立川公共職業安定所
や東京しごとセンター
と共催で、東大和市周
辺企業の人事担当者と
直接面接ができる「就
職面接会」を３回開催
した。
【産業振興課】

659人 612人 540人 396人 381人
現状維持
（677人）

349件 259件 250件 294件 296件 200件

10,813人 8,781人 8,508人 6,384人 6,145人
現状維持

（13,262人）

49人 45人 53人 62人 46人
現状維持
（58人）
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基本目標３　　東大和市のサポーターをつくり、育てる

特産品の開発・
販路開拓事業

ご当地グルメの
開発

地域資源の発
掘・活用

R3年度

未実施

52店舗
（うち、東
大和茶うど
ん取扱店
舗：26店

舗、キャラ
クター商品
取扱店舗：
26店舗）

未実施

未実施

・新たな地域ブランド
の創出のため、うまか
んべぇ～祭を開催し、
ご当地グルメの開発を
検討していたが、新型
コロナウイルス感染症
の感染拡大防止の観点
から、イベントが中止
となり、グルメ開発を
することができなかっ
た。
・地域包括連携協定を
締結している森永乳業
(株)の協力により、ク
リープを活用したオリ
ジナルメニューによる
フードフェスタ開催に
向け、準備をすすめ
た。（実施時期は、令
和4年6月）

【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から、イベント
が中止となり、グルメ
開発をすることができ
なかった。
【産業振興課】

・キャラクター商品が
広く活用されている一
方、市の特産品等の周
知が不足しており、地
域ブランドの創出に課
題が残る。
【産業振興課】

・市の特産品等を販売
することで、当市及び
特産品を来訪者に知っ
てもらえる機会とな
り、市及び特産品のイ
メージの向上が図れ
た。
【産業振興課】

・キャラクター商品取
扱希望者に対しては、
使用申請の承認手続や
販売方法について調整
を図り、引き続き円滑
に販売できるようにし
た。
【産業振興課】

・うまかんべぇ～祭が
未実施であるため、ご
当地グルメの開発に至
らなかった。
【産業振興課】

・実行委員会運営費補
助金を廃止した。
・財源状況を踏まえ、
実行委員会にて実施の
有無について検討した
結果、当コンテストを
実施しない旨が決定さ
れた。そのため、作品
の募集は実施しなかっ
た。
【産業振興課】

外部有識者意見

令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題

・特産品の開発・販路開拓事業
について、誰かにお土産を持っ
ていこうとしても、東大和市のお
土産となるものを考えてしまう。
お土産になるような特産品が開
発ができると良い。

・中元シーズンとなり市内特産品
で適当なものが無いか実際に検
討したが、結局、価格、味やブラ
ンド名等から他自治体の特産品
を選ぶことにした。その理由を考
えたところ、選んだ特産品は、日
頃から常にチラシやメディア広
告、インターネット、生産者や
メーカーからのカタログ、注文書
の配達等、身近に接する機会が
あったためであった。それと比較
して、当市の特産品であるお茶、
梨等は、関係者によるPRや商品
紹介に接する機会が少ないよう
に感じる。そこで、生産者、同業
組合、農協、商工会、そして市等
が協議して、宣伝広告や販売促
進（例えば、ネーミングの見直
し、包装・梱包箱のデザイン、直
売方法、インターネットの活用の
促進、購入者の組織化等）を統
一的に取り組み、推進して行くと
良いと思う。

・特産品について、店でお客さん
から東大和市の特産品は何か
あるかと聞かれるが、お客さん
に提案できる特産品が見当たら
ない。東大和市の特産品の開発
ができれば良いと強く思ってい
る。

・特産品の紹介については、例
えば狭山茶、梨などの地産地消
の特産品を使ったレシピがあり、
そのレシピと特産品を合わせた
形での紹介ができればＰＲにな
るし良いと思う。

・フォトコンテストを
実施しなかったことか
ら、成果にはつながら
なかった。
【産業振興課】

・うまかんべぇ～祭が
未実施であるため、ご
当地グルメの開発に至
らなかった。
【産業振興課】

・当市の地域ブランド
を創出するため取組と
して、従来のイベント
を中心とした取組か
ら、新たな生活様式に
即した取組を検討して
いく必要がある。
【産業振興課】

・実行委員会運営費補
助金を廃止したため、
開催規模を縮小するな
ど、開催方法を検討す
る必要がある。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から、従来の大
規模のイベントの開催
が困難であることか
ら、ご当地グルメの開
発方法について、新た
な取組を検討する必要
がある。
【産業振興課】

37,000人

１
地域ブランドを創
出する

ブランド商品
の商談件数

－

市特産品等を
販売する店舗
数（商工会特
産品及びキャ
ラクター商品
の取扱店）

55店舗

フォトコンテ
スト応募作品
数

394枚 600枚

うまかんべぇ
～祭の来場者
数

60店舗 59店舗 57店舗 60店舗

施策 主な事業

80店舗

15件/7年間

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

指標 参考値(H26）
補正版

目標値(R3）
R2年度

未実施

52店舗
（うち、東
大和茶うど
ん取扱店
舗：26店

舗、
キャラク

ター商品取
扱店舗：26

店舗）

未実施 86,500人

168枚

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

－ － － － － 15件/5年間

54店舗 80店舗

41,500人 42,500人 62,000人 82,000人 86,500人 50,000人

569枚 666枚 493枚 424枚 448枚 600枚



                                                                                                                                      東大和市まち・ひと・しごと創生総合戦略進捗状況（令和3年度）基本目標３　　東大和市のサポーターをつくり、育てる

R3年度
外部有識者意見

令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題
施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

指標 参考値(H26）
補正版

目標値(R3）
R2年度27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

観光情報発信事
業

観光キャラク
ターを活用した
ＰＲの推進

観光情報の多言
語対応

Facebookﾍﾟｰ
ｼﾞの仕様変
更に伴い,
「いいね」
がカウント
されなく
なった

4,356回
（44,050回/
７年間）

5回

31か所

・東大和市の良さを知ってもらう
とともに、住んでいる方に愛着を
持ってもらうためには、対外的に
東大和市をＰＲしていかないと浸
透していかない。観光事業やう
まかんべぇ～祭などのイベント、
ロゴマークの活用など、対外的
に東大和市を認知してもらう取
組を連携して進めていく必要が
ある。

・観光キャラクターを活用したＰＲ
の推進については、指標を稼働
回数としているのに、令和３年度
の振り返りの「課題」では「ＳＮＳ
等を用いたＰＲの推進」となって
いる。指標については稼働回数
ではなく、キャラクターがＰＲにど
のように活用されたかという視点
で、目標値や事業を整理すると
今後の取組に活かせると思う。

２
東大和市の魅力を
伝える

334いいね！
市Facebook
ページの「い
いね！」の数

観光キャラク
ター稼動回数

34回

外国語対応看
板及び案内板
の設置数

－

・市Facebookについ
て、前年から続く新型
コロナウイルス感染症
の影響により、イベン
ト情報などの投稿は増
やせなかったものの、
ワクチン接種に関する
ものなど、同感染症に
関係する情報を広く、
適時に発信することに
努めた結果、令和３年
度の投稿数は、341件
となった。
【秘書広報課】

54回

観光＆子育て
アプリログイ
ン数

－
100,000回
/7年間

5,000いいね！
/7年間

31か所

1321いい
ね！

（5,161いい
ね！/6年

間）

6,904回
(39,694回/6

年間 )

1回

31か所

・支柱などに劣化がみ
られることから、今
後、メンテナンスや交
換等が必要となる。
【生涯学習課】

・外国語表記を必要と
する外国人の方に活用
が図られた。
【生涯学習課】

・現状を点検し、汚れ
を清掃するなどして、
良好な状態を保った。
【生涯学習課】

・令和４年度以降につ
いては、これまで同様
のイベントを実施する
ことが困難であると想
定される。そのため、
SNS等を用いたPRの推
進に力を入れていく必
要がある。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
のため、イベント等の
中止が相次いだことに
より、目標値を大きく
下回った。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
のため、イベント等の
中止が相次いだため、
観光キャラクター稼動
回数は少なかった。
【産業振興課】

・基本目標の達成に向
けた取組は行うことが
できたが、その成果を
計る重要業績評価指標
（ＫＰＩ）を失い、計
画最終年度における達
成状況を把握できなく
なった。
【秘書広報課】

・令和２年度の投稿数
は263件であったこと
から、令和３年度は、
前年度比130%となる投
稿を行った。その結
果、当市に関心を寄せ
てくれる人を増やすこ
とができ、東大和市の
サポーターとなる
「フォロワー数」の微
増に繋げることができ
た。
【秘書広報課】

・令和４年度以降、当
該アプリの保守等委託
契約継続の見込みがな
いことから、令和３年
度をもって当該アプリ
を終了することとし
た。
・当該アプリは令和３
年度をもって終了する
が、引き続き公式HP等
にて観光情報を発信し
ていく必要がある。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から、イベント
の中止が相次いだこと
により、情報発信回数
も減少した。
　そのため、当該アプ
リのログイン回数も減
少した。
【産業振興課】

・アプリにより観光及
び子育てに関する情報
を発信した。
【産業振興課】

416いいね！
517いいね！
（933いい
ね！/2年間

754いいね！
（1,687いい
ね！/3年

間）

994いいね！
（2,681いい
ね！/4年

間）

1,159いい
ね！

（3,840いい
ね！/5年

間）

5,000いい
ね！/5年間

2,315回
4,138回

(6,453回/2
年間）

6,629回
(13,082回/3

年間）

9,145回
(22,227回/4

年間）

10,381回
(32,608回/5

年間)

100,000回
/5年間

65回 52回 54回 47回
37回

（2月中旬ま
で）

50回

26か所 30か所 30か所 30か所 31か所 26か所
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R3年度
外部有識者意見

令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題
施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標

指標 参考値(H26）
補正版

目標値(R3）
R2年度27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

魅力あるイベン
トの実施

観光ガイド事業

文化財等の公開

55日
（内覧会2
日、定例公
開45日、特
別公開・そ
の他の公開8

日）

・観光事業の指標として「観光事
業の推進に対する市民の満足
度」とあるが、市民は市内の観
光のことを知っているので、満足
度が高まらないものと考える。対
外的な別の指標や事業の中で
指標に合う事業があったほうが
良い。例えば、うまかんべぇ～祭
や旧日立航空機株式会社変電
所の市外からの来場者数が分
かれば、次の取組に向けて検討
がしやすい。

・新型コロナウイルス
感染症の感染が続く中
であるが、来訪者を増
やすために、市の知名
度向上及び魅力を発信
する必要がある。
【産業振興課】

旧日立航空機
株式会社変電
所の公開日数

60日

未実施

19人

8日5日

・令和４年度にあって
は、年間を通して公開
が可能となり、年間
100日以上の公開を見
込むものであるが、公
開に当たっては、新型
コロナウイルス感染症
の感染拡大防止への配
慮が必要になる。
【生涯学習課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から公開の再開
時期が遅れたことを受
けて、目標値を下回る
結果となったが、
10,945人の見学者があ
り、平和の大切さを実
感していただいた。
【生涯学習課】

・令和3年7月末に保
存・改修工事が完了し
8月から公開を再開す
る予定であったが、新
型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止の観
点から10月からの公開
となった。水・日の週
2回定例公開を中心に
公開した。
【生涯学習課】

・令和４年度は、ガイ
ド養成講座（隔年実
施）を実施予定のた
め、当該講座にあわせ
て、観光ボランティア
の周知に注力する必要
がある。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
例年と比較し、東大和
観光ガイドの会が主催
するイベント数が減少
したこと、観光ボラン
ティアガイドの登録制
度の周知が図れていな
い等により、目標値を
下回った。
・東大和市観光ガイド
の会が主催するイベン
ト実施の際、PRや当日
運営の協力を行うこと
で、観光ボラティアガ
イドに対する支援を
行った。
【産業振興課】

・東大和市観光ガイド
の会が主催するイベン
トが２回実施された。
【産業振興課】

・従来の集客型イベン
トでは、新型コロナウ
イルス感染症の影響に
より開催が困難である
ことから、新たな生活
様式に則ったイベント
の開催の検討や他の祭
との合体等を検討して
いく必要がある。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大のた
め中止とした。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大のた
め中止とした。
・地域包括連携協定を
締結している森永乳業
(株)の協力によるスタ
ンプラリー形式のフー
ドフェスタ開催に向
け、準備をすすめた。
（実施時期は、令和4
年6月）

【産業振興課】

観光ボラン
ティアガイド
登録者数

－ 30人

うまかんべぇ
～祭の来場者
数

37,000人

20人

・スイーツウォーキン
グは、応募口数が900
口（イベント2回分合
計）を超え、市内の魅
力あふれるスイーツ等
をPRすることで、市内
への観光客増加に寄与
した。
【産業振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
のため、集客を伴うイ
ベントは実施せず、参
加店舗のレシートを集
めて応募する方法に変
更してスイーツウォー
キングを実施した。
【産業振興課】

３
東大和市への観光
客を増やす

観光事業の推
進に対する市
民の満足度

6.2％

86,500人

14.7％5.6％

未実施

6.6%5.5％ 7.6％ 6.5％ 6.8％ 8.0％ 13.3％

14日 58日 42日 43日 37日 7日

41,500人 42,500人 62,000人 82,000人 86,500人 50,000人

21人 21人 22人 24人 19人 30人
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基本目標４　　人とのつながりを大切にしながら元気に安心して暮らせる

健康づくり・介
護予防の推進

生活習慣病の予
防

生涯学習の推進

R3年度

男性81.64歳
女性82.87歳
（Ｒ2）

76人

胃がん
1.10％
肺がん
2.20％
大腸がん
3.50％

396グループ

外部有識者意見
参考値(H26）

補正版
目標値(R3）

施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標 令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題指標

１
生きがいを持つ市民
を増やす

健康寿命

（「健康寿
命」とは、東
京保健所長会
方式による
［65歳健康寿
命Ｂ］で、65
歳の人が要支
援１以上にな
る年齢をいい
ます。）

男性81.25歳
女性82.65歳

(H25）

男性82歳
女性83歳

・健康寿命は、令和３年度の時点
で目標値は達成できていないも
のの、参考値と比較して、男女と
もに上昇している。その意味で
は、施策の成果があがっている
と判断できる。引き続き、健康寿
命が上昇していくように、着実に
施策を進めてほしい。

介護支援いき
いき活動登録
者数

100人 120人

各種がん検診
受診率

胃がん
2.20％
肺がん
2.50％
大腸がん
5.70％

胃がん
9.60％
肺がん
17.20％
大腸がん
16.80％

公民館に登録
されている定
期利用グルー
プの数

411グループ 420グループ

・介護に関する理解と
ともに、自身の介護予
防推進のため、介護支
援いきいき活動を実施
した。
・また、地域での支え
合いと介護予防を推進
するため、介護予防
リーダー養成講座、体
操普及推進員ステップ
アップ講座の開催やそ
れらの活動を支援し、
ボランティア活動の環
境を整えた。
【地域包括ケア推進
課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大が続
く中、受診控えをする
方への対応として、安
心して検診を受けられ
るよう感染症対策を徹
底している旨の情報提
供を行った。また、が
ん検診の同時実施や土
曜日の実施などで利便
性の向上を図った。
【健康推進課】

・公民館主催講座開催
後の自主グループ化を
積極的に支援した。
【中央公民館】

R2年度

男性81.53歳
女性82.76歳

（H31)

91人

胃がん
0.50%
肺がん
2.30%

大腸がん
4.80%

398グループ

・健康寿命の延伸を図
るため、感染症対策を
徹底することで、各事
業では一定の参加者を
得ることができ、健康
意識の啓発ができた。
また「快腸プロジェク
ト」においては、産官
学民連携のもと、リビ
ングラボの手法を用い
て市民の健康課題に取
り組み、参加者のアン
ケートによる満足度が
高かった。
【健康推進課】

・健幸都市の実現に向
けた東大和市健康寿命
延伸取組方針アクショ
ンプランに基づき、令
和２年度に引き続き産
官学民連携による「快
腸プロジェクト」を実
施した。コロナ禍にお
いても、市民が健康で
生きがいを持てるよ
う、生活習慣病予防や
女性特有の健康づくり
に関する講習会等既存
事業を工夫して行っ
た。
【健康推進課】

・健康寿命の延伸を図
るためには、一人ひと
りが生活の中で健康課
題を認識し、健康行動
を起こさせる仕組みを
作ることが必要であ
る。一人ひとりが主体
的に取り組むことがで
きる事業等になるよ
う、工夫することが必
要である。
【健康推進課】

・感染症対策を徹底
し、講座終了後も続け
ていきたくなるような
魅力のある講座の開催
が必要である。
【中央公民館】

・新型コロナウイルス
感染症の影響で、講座
回数が減少した。ま
た、自主グループ化に
至らなかった講座も複
数あり、自主グループ
化が少なく目標値を下
回った。
・講座終了後、自主グ
ループ化を支援するこ
とにより、参加者の継
続的な生涯学習活動に
寄与した。
【中央公民館】

・介護支援いきいき活
動登録者については、
新型コロナウイルス感
染症の影響による活動
場所の制限が緩和され
た場合には、地域の
ニーズに合わせて増や
していく。
・他のボランティア活
動については、ボラン
ティアの活動を継続す
るために、モチベー
ションを維持するため
の支援が必要である。
【地域包括ケア推進
課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
介護支援いきいき活動
の活動場所が制限され
るとともに、介護支援
いきいき活動登録者数
についても同様の理由
から減少した。
・介護支援いきいき活
動参加者や他のボラン
ティア活動の参加者に
とっては、生きがいを
持ってもらう機会の創
出ができた。
【地域包括ケア推進
課】

・第四次基本計画にお
ける目標値としたがん
検診受診率の達成には
至らなかった。今後も
生涯にわたっていきい
きと生活を送れるよ
う、検診受診の重要性
の周知を図り、受診率
の向上を図る必要があ
る。
【健康推進課】

・各種がん検診受診率
は目標値を下回った
が、生涯にわたってい
きいきと生活を送れる
よう、感染症対策を徹
底することにより新型
コロナウイルス感染症
の感染が続く中におい
ても、利便性の向上を
図りながら、検診受診
の重要性の周知を行
い、検診を中止・縮小
することなく実施でき
た。
【健康推進課】

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

男性81.44歳
女性82.83歳

(H26）

男性81.52歳
女性82.87歳

(H27）

男性81.63歳
女性82.94歳

(H28）

男性81.45歳
女性82.81歳

(H29）

男性81.46歳
女性82.71歳

（H30)

男性82歳
女性83歳

104人 97人 101人 108人 108人 120人

胃がん
2.0％
肺がん
2.40％
大腸がん
5.90％

胃がん
2.0％
肺がん
2.10％
大腸がん
4.80％

胃がん
2.2％
肺がん
3.6％

大腸がん
6.1％

胃がん
2.1％
肺がん
1.4％

大腸がん
2.5％

胃がん
2.0％
肺がん
3.4％

大腸がん
5.3％

胃がん
8.16％
肺がん
14.22％
大腸がん
14.64％

417グループ 404グループ 420グループ 413グループ 406グループ
現状維持

（411グルー
プ）
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基本目標４　　人とのつながりを大切にしながら元気に安心して暮らせる

R3年度
外部有識者意見

参考値(H26）
補正版

目標値(R3）

施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標 令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題指標 R2年度27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

地域コミュニ
ティの活性化

市民参加の機会
の充実

8.2%

30.2%

新型コロナウ
イルス感染症
の感染拡大防
止のため中止

14.0%

3,000人

35.1%

２
市民が主役の地域を
つくる

2,300人

市民参画のま
ちづくりの推
進に対する市
民の満足度

10.4%

自治会への加
入率

ふれあい市民
運動会参加者
数

・市民参画のまちづくりの推進に
対する市民の満足度は、目標値
には届いていない。新型コロナウ
イルス感染症の影響が考えられ
るが、市民参画を促す情報が市
民に確実に届いていないことも
考えられる。再度、市民参画を促
進する情報が市民に確実に届い
ているかを検討していただき、引
き続き施策を推進してほしい。9.3%

31.1%

新型コロナウ
イルス感染症
の感染拡大防
止のため中止

36.8%

・市民が主役の地域づ
くりを目的に、自治会
への取組を重視した。
中でも地域課題の抽出
機会としての自治会長
会議や連帯感の向上に
寄与する地域行事を重
視していたが、新型コ
ロナウイルス感染症の
影響から各々の中止を
余儀なくされた。
【地域振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染拡大防止
の観点から、従来から
の方法でふれあい市民
運動会の競技を継続す
ることは困難である。
また、事務事業の見直
しにより、運動会は縮
小することが決定して
いる。このことから、
基本目標に貢献する形
で催しの内容を見直す
必要がある。
【生涯学習課】

・ふれあい市民運動会
は中止したことから、
成果目標に貢献するこ
とができなかった。
【生涯学習課】

・令和3年度において
も、ふれあい市民運動
会の実施を企画してい
たが、新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大
防止の観点から、中止
とした。【生涯学習
課】

・自治会加入率の低下
は全国的な課題であ
り、当市においても加
入率の維持・向上を図
る必要がある。
・取組としては、自治
会既加入者・未加入者
や自治会未整備地域住
民の隔て無く、自治会
が地域づくりに有効な
団体であることの認知
が向上できるよう、活
動の見える化を意識し
ながら働きかける必要
がある。
・また、新型コロナウ
イルス感染症の感染が
続く中において活動が
制限される状況下でも
各自治会において実施
する種々の事例・工夫
について、地域振興課
が自治会間の情報交換
の中継となって引き続
き支援を行う必要があ
る。
【地域振興課】

・自治会活動の情報提
供などに取り組んだが
価値観の多様化等の要
因で自治会の加入率は
減少した。特に若年層
の関心が希薄な結果、
新規加入が無く組織の
高齢化と活性化の低下
が危惧される。
・東京都の「地域の底
力発展事業助成」の事
業を活用し、魅力ある
運営に取り組む自治会
があった。
(実施内容)
・ＡＥＤ運用訓練
・高齢者見守り活動
・サロン活動
【地域振興課】

・例年開催の自治会長
等会議は、新型コロナ
ウイルス感染症の感染
拡大防止の観点から未
実施とした。
・新型コロナウイルス
感染症の感染が続く中
においても工夫して実
施した自治会活動を取
材し、レポートにまと
め、他の自治会の活動
の参考となるよう、市
公式ホームページや市
役所入口ロビーにて情
報提供を行った。
・自治会の抱える問題
解決に向けた補助制度
やアドバイザー派遣制
度等の情報提供を行っ
た。
【地域振興課】

・従来の自治会活動や
市民参画行事等は、複
数人で集まり事業を実
施していたが、新型コ
ロナウイルス感染症の
感染拡大防止の観点か
ら、新たな生活様式が
求められており、デジ
タルを活用したオンラ
イン開催など、今後の
市民参画の方法につい
て検討していく必要が
ある。
【地域振興課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響により取
組の見直しが余儀なく
されたが、自治会との
接点を維持するため郵
便による情報提供や窓
口・電話による助言相
談を強化した。このよ
うな状況下であるが感
染症対策を工夫して防
災訓練や地域行事の再
開、新型コロナウイル
ス感染症の収束後を見
据え自治会備品の整備
や体制見直しに取り組
んだ自治会が見られ
た。
【地域振興課】

9.2% 10.8% 11.1% 11.2% 11.3% 12.8%

34.8% 34.0% 33.3% 32.4% 31.9% 36.8%

2,008人 2,034人 2,209人
天候不良に
より中止

天候不良に
より中止

3,000人
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基本目標４　　人とのつながりを大切にしながら元気に安心して暮らせる

R3年度
外部有識者意見

参考値(H26）
補正版

目標値(R3）

施策 主な事業

重要業績評価指標（ＫＰＩ）　又は実施目標 令和3年度の振り返り

取組状況 成果 課題指標 R2年度27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 目標値(H31）

ボランティア活
動の支援

24グループ 30グループ

・市民参画のまちづくりの推進に
対する市民の満足度は、目標値
には届いていない。新型コロナウ
イルス感染症の影響が考えられ
るが、市民参画を促す情報が市
民に確実に届いていないことも
考えられる。再度、市民参画を促
進する情報が市民に確実に届い
ているかを検討していただき、引
き続き施策を推進してほしい。

地域で福祉活
動を行うボラ
ンティアグ
ループの登録
数

19グループ 24グループ

・市では、地域活動の充実
や地域福祉活動等を行うボ
ランティアの支援をするた
め、東大和ボランティア・
市民活動センターを運営す
る社会福祉協議会に対して
補助を行った。（補助確定
額　4,263,787円）
・社会福祉協議会におい
て、ボランティアの活動支
援として、新たなボラン
ティア活動者の育成のため
に目的別のボランティア養
成講座を開催した。また、
既に東大和ボランティア・
市民活動センターに登録し
ているボランティア団体に
対しては、プロポーザルに
よる助成金交付制度を実施
した。
・社会福祉協議会の広報紙
「たまボラ」を令和３年度
は増号し、ボランティア活
動者を広く募集するととも
に、その内容について社会
福祉協議会や各活動団体の
ＳＮＳを活用して拡散し
た。
・東京都ポータルサイトを
活用し、ボランティア活動
者を広く市外からも募集
し、ボランティア団体の人
員(担い手)確保と活動促進
を継続した。
【地域振興課】

・東大和ボランティ
ア・市民活動センター
の登録ボランティア団
体が増えるよう、団体
への支援・周知につい
て社会福祉協議会と一
層の連携が必要であ
る。
・新型コロナウイルス
感染症の感染が続く中
における活動制限の結
果、ボランティア活動
者の意欲を維持する支
援が必要である。
【地域振興課】

・東大和ボランティ
ア・市民活動センター
に対する市の補助は資
金面の安定確保を図
り、災害ボランティア
センターをはじめとし
た活動の支援及び拡充
に効果を発揮した。
・ボランティア養成講
座などを開催し、ボラ
ンティアの育成を図っ
たが、地域福祉活動を
行うボランティアグ
ループの登録数は、目
標値に届かなかった。
一方で、社会福祉協議
会の広報紙「たまボ
ラ」や、社会福祉協議
会や各活動団体のＳＮ
Ｓの活用の効果もあ
り、個人ボランティア
の登録が増えた。
【地域振興課】

19グループ 19グループ 19グループ 21グループ 24グループ 28グループ
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基本目標４　　人とのつながりを大切にしながら元気に安心して暮らせる
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外部有識者意見
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防犯・防災体制
の推進

緑と水の環境整
備

地域の見守り活
動

244人

防犯25団体
防災43団体

３
安心して暮らせる環
境をつくる

防犯・防災体
制推進に対す
る市民の満足
度

防犯15.7％
防災22.0％

自主防犯組織
の数
自主防災組織
の数

防犯20団体
防災36団体

（H27～H31）
特色ある公園
の数

（R2～R3）
特色ある公園
（花づくりの
楽しめる公
園）の数

ー

・安心して暮らせる地域について
であるが、平成９年に「困ったとき
の救急ハウス」を創設した。当時
は、その看板を掲げることで、「こ
の市は意識の高いまちなんだ」と
いう意識形成の目的があった。
それから２５年ぐらいが経ちいま
だにそれが続いているが、その
半面、今ではその意識付けがで
きてないと感じるので、「困ったと
きの救急ハウス」を活用して地域
の意識付けを行ってほしい。

・農地について、高齢化が進んで
いる中他の自治体では農地が今
後も有効に活かされるように農
業法人を入れている例がある。
東大和市には、農地として緑が
あるので、農地が活かせるような
まちづくりができると良いと思う。

見守り声かけ
活動協力者数

317人300人 260人

防犯22.0％
防災25.0％

10か所

防犯17.1％
防災18.7％
（Ｒ2）

防犯20団体
防災41団体

15か所

防犯15.3％
防災19.3％

防犯20団体
防災41団体

23か所

・高齢者数の増加に伴
い、ひとり暮らし高齢
者や認知症の症状のあ
る高齢者が増えてい
る。併せて、地域社会
のつながりや家族関係
は時代とともに希薄化
が進み、地域の支え合
い機能が低下しつつあ
る。このような中で、
より一層効果的な地域
の見守り活動が行える
ように、体制を整備す
る必要がある。
【地域包括ケア推進
課】

・地域社会の高齢化や
つながりの希薄化が進
み、見守り声かけ活動
協力者数については目
標値を下回った。一方
で、高齢者見守り関係
機関が見守り活動に寄
与することにより、高
齢者が住みなれた地域
で、安心して暮らし続
けることができる地域
社会の構築に努めた。
【地域包括ケア推進
課】

・民生委員、見守り声
かけ協力員、高齢者見
守り関係機関、行政等
が連携し、地域社会で
孤立しがちな高齢者の
見守り活動を行った。
【地域包括ケア推進
課】

・新型コロナウイルス
感染症の感染が続く
中、地域活動が停滞
し、防災・防犯におけ
る自助及び共助の重要
性に関する認識が後退
するおそれがある。
【防災安全課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
防災訓練の縮小や市民
活動の自粛があった
が、資機材貸与などの
自主防災・防犯組織の
活動支援を継続した。
・また、総合防災訓練
等の動画を公開して関
係機関の連携等をＰＲ
するなど、制約がある
なかでも安全安心の機
運を高める取組を実施
することができた。
【防災安全課】

・総合防災訓練等の実
施や、自治会等への啓
発、既存の自主防災・
防犯組織の活動支援な
ど、総合的な取組をと
おして、市民の安全・
安心を高め、満足度の
向上を図った。
・子どもたちの安全を
確保するため、青色回
転灯パトロールカーに
よるパトロールを実施
した。
【防災安全課】

・花づくりの楽しめる
公園等の花壇に、年２
回（春、秋）ボラン
ティアによる花植えを
実施した。
【土木公園課】

・自主防災活動及び自
主防犯組織の基盤とな
る自治会の組織率の低
下及び高齢化の進展に
より、自主防災・防犯
活動の組織化や活動の
活性化が困難となって
いる。
【防災安全課】

・新型コロナウイルス
感染症の影響により、
総合防災訓練等では市
民参加訓練を省略し、
市民の自主的な防災防
犯活動も制約を受けた
ため、結果として十分
な支援ができなかっ
た。
・自主防犯組織及び自
主防災組織の数は、目
標値に届かなかった
が、現状を維持した。
【防災安全課】

・地域の自主的な防
災・防犯の活動の進展
を図るため、総合防災
訓練等における地域住
民の参加の機会の確保
や自主防災組織及び自
主防犯組織の活動の支
援を目指していたが、
新型コロナウイルス感
染症の影響により、総
合防災訓練等では市民
参加訓練を省略し、市
民の自主的な防災防犯
活動も制約を受けた。
【防災安全課】

・特色ある公園整備方
針に基づく公園整備と
老朽化した公園の再整
備との融合を図る必要
があり、計画的な再整
備が必要となってい
る。
【土木公園課】

・特色ある公園整備方
針における、補助的な
公園テーマの一つを達
成し、継続した。
【土木公園課】

防犯15.8％
防災17.7％

防犯14.9％
防災16.5％

防犯14.5％
防災17.2％

防犯16.4％
防災18.3％

防犯16.5％
防災19.8％

防犯18.2％
防災23.0％

300人 291人 289人 289人 281人 311人

防犯21団体
防災37団体

防犯21団体
防災38団体

防犯21団体
防災39団体

防犯21団体
防災41団体

防犯21団体
防災41団体

防犯25団体
防災43団体

0か所/5年間 0か所/5年間 0か所/5年間 0か所/5年間 0か所/5年間 6か所/5年間


